
�愛媛県告示第１４１７号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び土木事

務所並びに市役所及び町役場において縦覧に供する。

平成２０年１０月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

上厚

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１３号までを順次

結んだ線並びに標柱１３号と標柱１号を町道上厚線の西側官民境界線

で結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

上浮穴郡 二名 甲２９１２番１ １号

久万高原町 甲２９６３番 ２号

乙２３３８番２ ３号

乙２３３８番１ ４号

乙２３３９番２ ５号

甲２９７９番 ６号

甲３００５番 ７号

甲３００２番１ ８号

甲２９８３番 ９号

乙２２９４番 １０号

乙２２８９番 １１号

甲３０６６番２ １２号

甲３０６４番１ １３号

福吉

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１６号までを順次

結んだ線及び標柱１６号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

西予市 宇和町明石 ２４０１番１地先 １号

２４０１番１ ２号

２４０１番１ ３号

２４１５番 ４号

２４２０番１ ５号

２４２１番１ ６号

２４２１番１ ７号

２４２７番１地先 ８号

２４２６番１ ９号

２４２５番 １０号

６８１番１ １１号

６８３番２ １２号

７０４番 １３号

７１０番 １４号

７３４番１ １５号

７３８番 １６号

下谷

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１０号までを順次

結んだ線、標柱１０号と標柱１１号を市道久保津線北側官民境界線で結

んだ線、標柱１１号から標柱１４号までを順次結んだ線及び標柱１４号と

標柱１号を国道５６号東側官民境界線で結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

宇和島市 津島町高田 甲２１６５番１ １号

丁８９９番 ２号

丁９００番１ ３号

丁９０３番１ ４号

丁９０７番１ ５号

丁９１５番２ ６号

丁９１９番１ ７号

丁９１９番１ ８号

丁９１９番１７ ９号

丁９１９番１７ １０号

甲２４３５番１ １１号

甲２４２９番２ １２号

甲２４０６番１ １３号
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訓 令

甲２３７９番１ １４号

颪部

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から１１号までを順次結ん

だ線、標柱１１号と標柱１２号を一級市道颪部本線及び主要地方道宿毛

津島線の山側官民境界線で結んだ線、標柱１２号と標柱１３号を結んだ

線及び標柱１３号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 津島町山財 ６５０６番１地先 １号

６２４４番地先 ２号

６２４４番 ３号

６２４６番 ４号

６２５２番 ５号

６２５８番 ６号

６３４１番 ７号

６４３６番 ８号

６４１７番 ９号

６４３３番 １０号

６４３０番 １１号

６５０３番 １２号

６５０６番１ １３号

甘崎南（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和５８年３月愛媛県告示第４５４号）

甘崎南地区の項で指定した標柱３号と標柱２号と標柱１号を結んだ

線、標柱１号と次に揚げる地番の土地に存する標柱８号から標柱１７

号までを順次結んだ線及び標柱１７号と標柱３号を結んだ線に囲まれ

た区域

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和５８年３月愛媛県告示第４５４号）

甘崎南地区の項で指定した標柱６号と標柱５号と標柱４号を結んだ

線、標柱４号と次に揚げる地番の土地に存する標柱１８号から標柱２１

号までを順次結んだ線及び標柱２１号と標柱６号を結んだ線に囲まれ

た区域

市 町 地 番 標 柱

宇和島市 遊子 ３９２９番 ８号

４０４６番 ９号

４０５３番１ １０号

４０５４番 １１号

４０５８番 １２号

４０３５番２ １３号

４０４１番 １４号

４０４０番 １５号

３９３５番 １６号

３９３８番１ １７号

３９５１番 １８号

３９５３番２ １９号

３９５３番２ ２０号

３９０５番 ２１号

�������
�愛媛県告示第１４１８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項の規定におい

て準用する同法第２０条第２項の規定に基づき、内子都市計画用途地

域の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦

覧に供する。

平成２０年１０月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１４１９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第２項の規定に基づ

き、内子都市計画特別用途地区の決定に係る都市計画の図書の写し

を愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２０年１０月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１４２０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・片上地区）の施行に平成２０年９月２４日

同意した。

平成２０年１０月３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第１４２１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（農道）・一本松地区）の施行に平成２０年９月２４日同意し

た。

平成２０年１０月３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�愛媛県訓令第１８号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県地方局事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２０年１０月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地方局事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

愛 媛 県 報平成２０年１０月３日 第２００４号
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

総

務

県

民

課

１～４

省略

総

務

県

民

課

１～４

省略

５ 旅券

法の施

行に関

する事

務

１ 一般旅券の発給の申請の受理

（第３条、旅券法施行規則（以下

こ の 部 に お い て 「 省 令 」 と い

う。）第３条第１項、第２項）

○

２ 一般旅券の交付（第８条第１

項、第３項、第１０条第４項、第１２

条第３項、省令第７条第３項、第

５項）

○

３ 一般旅券の記載事項の訂正の申

請の受理（第３条第４項、第１０条

第１項ただし書、第４項、省令第

３条第１項、第２項、第５項）

○

４ 職権作成のための一般旅券の返

納又は職権訂正のための一般旅券

の提出の要求（第１０条第３項）

○

５ 一般旅券の査証欄の増補の申請

の受理（第３条第４項、第１２条第

１項、第３項、省令第３条第１

項、第２項、第５項）

○

６ 一般旅券の紛失又は焼失に係る

届出の受理（第１７条第１項から第

３項まで、省令第７条第３項、第

５項、第１４条第３項）

○

７ 返納された一般旅券の還付（第

１９条第６項）

○

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

１４ 省略 １５ 省略

愛 媛 県 報平成２０年１０月３日 第２００４号
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１５ 省略 １６ 省略

１６ 省略 １７ 省略

１７ 省略 １８ 省略

１８ 省略 １９ 省略

１９ 省略 ２０ 省略

２０ 省略 ２１ 省略

２１ 省略 ２２ 省略

２２ 省略 ２３ 省略

２３ 省略 ２４ 省略

２４ 省略 ２５ 省略

２５ 省略 ２６ 省略

２６ 省略 ２７ 省略

２７ 省略 ２８ 省略

２８ 省略 ２９ 省略

２９ 省略 ３０ 省略

３０ 省略 ３１ 省略

３１ 省略 ３２ 省略

３２ 省略 ３３ 省略

３３ 省略 ３４ 省略

３４ 省略 ３５ 省略

３５ 省略 ３６ 省略

３６ 省略 ３７ 省略

３７ 省略 ３８ 省略

３８ 省略 ３９ 省略

３９ 省略 ４０ 省略

４０ 省略 ４１ 省略

４１ 省略 ４２ 省略

４２ 省略 ４３ 省略

備考 １ 総務県民室においては、この表３の部１の項、３の項

及び４の項、４の部、６の部２の項� から�ま

で及び３の項、７の部１の項�及び３の項、１０の部２の

項、４の項から６の項まで及び８の項から１０の項まで、

１３の部１の項、２８の部１の項�、２９の部１の項�、３１の

部１の項、３３の部、３４の部２の項並びに３６の部２の項に

掲げる事務については、同表組織名の欄中「総務県民

課」とあるのは「総務県民室」とし、同表決裁区分の欄

中「課長」とあるのは「室長」として、同表の規定を適

用する。

２ 総務県民室においては、この表６の部１の項及び２の

項�、７の部１の項�並びに３４の部３の項に掲げる事務

については、同表組織名の欄中「総務県民課」とあるの

は「総務県民室」とし、同表決裁区分の欄中「局長」及

び「部長」とあるのは「支局長」として、同表の規定を

適用する。

備考 １ 総務県民室においては、この表３の部１の項、３の項

及び４の項、４の部、５の部、７の部２の項�から�ま

で及び３の項、８の部１の項�及び３の項、１１の部２の

項、４の項から６の項まで及び８の項から１０の項まで、

１４の部１の項、２９の部１の項�、３０の部１の項�、３２の

部１の項、３４の部、３５の部２の項並びに３７の部２の項に

掲げる事務については、同表組織名の欄中「総務県民

課」とあるのは「総務県民室」とし、同表決裁区分の欄

中「課長」とあるのは「室長」として、同表の規定を適

用する。

２ 総務県民室においては、この表７の部１の項及び２の

項�、８の部１の項�並びに３５の部３の項に掲げる事務

については、同表組織名の欄中「総務県民課」とあるの

は「総務県民室」とし、同表決裁区分の欄中「局長」及

び「部長」とあるのは「支局長」として、同表の規定を

適用する。

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（総務企画部各課の所掌事務）

第２条 総務県民課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

�から�まで 削除

�～� 省略

２～５ 省略

６ 総務県民室においては、第１項第８号、第９号、第１３号、第１４

号 、第１８号、第２１号の４から第２１号の２３まで並びに第２項

第２号、第４号、第８号及び第１４号に掲げる事務並びに次の事務

を所掌する。

�～� 省略

７ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 地方局長

に委任

する事務のうち、総務企画部に関するものは、別に定めるものを

除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の３ 省略

�の４ 省略

�の５ 省略

	～
１１７ 省略

３～６ 省略

（総務企画部各課の所掌事務）

第２条 総務県民課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 旅券に関すること（中予地方局を除く。）。

�及び� 削除

�～� 省略

２～５ 省略

６ 総務県民室においては、第１項第８号、第９号、第１３号から第

１５号まで、第１８号、第２１号の４から第２１号の２３まで並びに第２項

第２号、第４号、第８号及び第１４号に掲げる事務並びに次の事務

を所掌する。

�～� 省略

７ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 地方局長（中予地方局長以外の地方局長に提出された申請書又

は旅券に係る第４号の４から第４号の１０までの事務（第４号の５

の事務のうち、知事が自ら処理することが適当であると認めたも

のを除く。）及び知事が受理した申請書に係る第４号の５の事務

のうち知事が地方局長が処理することが適当であると認めたもの

にあつては、当該地方局長。ただし、一の地方局長が受理した申

請書に係る同号の事務で、知事が他の地方局長が処理することが

適当であると認めたものにあつては、当該他の地方局長）に委任

する事務のうち、総務企画部に関するものは、別に定めるものを

除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の３ 省略

�の４ 旅券法第３条第１項の規定に基づく一般旅券の発給の申

請（同法第１３条第１項各号のいずれかに該当する者に係るもの

を除く。）の受理に関すること。

�の５ 旅券法第８条第１項（同法第１０条第４項及び第１２条第３

項において準用する場合を含む。）及び第３項の規定に基づく

一般旅券の交付に関すること。

�の６ 旅券法第１０条第１項ただし書の規定に基づく一般旅券の

記載事項の訂正の申請の受理に関すること。

�の７ 旅券法第１０条第３項の規定に基づく職権作成のための一

般旅券の返納又は職権訂正のための一般旅券の提出の要求に関

すること。

�の８ 旅券法第１２条第１項の規定に基づく一般旅券の査証欄の

増補の申請の受理に関すること。

�の９ 旅券法第１７条第１項の規定に基づく一般旅券の紛失又は

焼失に係る届出の受理に関すること。

�の１０ 旅券法第１９条第６項の規定に基づく返納された一般旅券

の還付に関すること。

�の１１ 省略

�の１２ 省略

	～
１１７ 省略

３～６ 省略

附 則

この訓令は、平成２０年１０月６日から施行する。
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公 告

��������������

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２０年１０月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成２０年６月９日から平成２０年９月１７日までの間に実施した技能検定の合格者は、

次のとおりである。

平成２０年１０月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２０年９月１９日 特定非営利活動法人
ぶうしすてむ 川 崎 壽 洋 松山市御幸二丁目１番１６号 本法人は、障害を持つ人々が、精神的・社会的

に自立して、社会参加・就労できるようになる
ために、コンピュータやその周辺領域の知識や
技術を利用した仕事の開拓・研修・実習・実務
に関する事業を行うとともに、他の障害者支援
団体との交流事業を行うことで障害者の社会へ
の完全参加と自立に役立つことを目的とする。

造園（造園工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ８ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １３ Ａ甲 １５

Ａ甲 １６ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ７

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 １５ Ｃ １ Ｃ ３

鋳造（鋳鉄鋳物鋳造作業）

１級

受 検 番 号

Ｂ ２

金属熱処理（一般熱処理作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ２
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３級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

金属熱処理（浸炭・浸炭窒化・窒化処理作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １

機械加工（普通旋盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｂ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８

Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５

Ｂ ３ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

機械加工（フライス盤作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ７

機械加工（平面研削盤作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３

機械加工（円筒研削盤作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ｂ １ Ｂ ２

機械加工（ホブ盤作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １
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機械加工（数値制御旋盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ８ Ｂ ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４

Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ｃ １ Ｃ ３ Ｃ ４

機械加工（数値制御フライス盤作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ９ Ａ甲 １１

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ｂ ４

機械加工（マシニングセンタ作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４ Ａ甲 ６ Ｂ １ Ｃ １ Ｃ ２

Ｃ ３ Ｃ ５ Ｃ ６

放電加工（数値制御形彫り放電加工作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

放電加工（ワイヤ放電加工作業）

２級

受 検 番 号

Ｂ １
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鉄工（製缶作業）

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ４

鉄工（構造物鉄工作業）

１級

受 検 番 号

Ｂ １

２級

受 検 番 号

Ｃ １

建築板金（内外装板金作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ６ Ｃ ２ Ｃ ３

Ｃ ４ Ｃ ５

２級

受 検 番 号

Ｃ １

建築板金（ダクト板金作業）

２級

受 検 番 号

Ｂ １

仕上げ（治工具仕上げ作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ８ Ａ甲 １０ Ｂ ３ Ｂ ４

仕上げ（機械組立仕上げ作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ７ Ｂ ３ Ｃ １
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２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １３ Ｂ ３

Ｃ １ Ｃ ２

電子機器組立て（電子機器組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｂ ２ Ｂ ３ Ｂ ７

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ８ Ａ甲 １１ Ｂ ３

Ｂ ９ Ｂ １０ Ｂ １２

電気機器組立て（配電盤・制御盤組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｂ ３ Ｂ ５

２級

受 検 番 号

Ｂ ３

産業車両整備（産業車両整備作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １１ Ｂ １ Ｂ ４

Ｂ ７ Ｂ ８

建設機械整備（建設機械整備作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 １１ Ａ甲 １３

Ａ甲 １４ Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２４ Ａ甲 ２７ Ａ甲 ２８ Ａ甲 ２９

Ａ甲 ３０ Ａ甲 ３２ Ａ甲 ３３ Ａ甲 ３６ Ｂ ３ Ｂ ４

Ｂ ５ Ｂ ９ Ｂ １０ Ｂ １１ Ｂ １３ Ｃ １

Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４
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婦人子供服製造（婦人子供注文服製作作業）

２級

受 検 番 号

Ｂ １

建具製作（木製建具手加工作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ｃ １ Ｃ ２

プラスチック成形（射出成形作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

プラスチック成形（インフレーション成形作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｂ １ Ｃ １

Ｃ ４ Ｃ ５ Ｃ ６

石材施工（石張り作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｂ ２

とび（とび作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ｂ ２ Ｂ ３
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左官（左官作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０

Ａ甲 １１

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４

タイル張り（タイル張り作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３

畳製作（畳製作作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ １

防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｂ １ Ｂ ２

防水施工（アクリルゴム系塗膜防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２
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２級

受 検 番 号

Ａ甲 １

防水施工（シーリング防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８

Ｃ １ Ｃ ２ Ｄ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３

防水施工（ＦＲＰ防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

２級

受 検 番 号

Ｃ １

内装仕上げ施工（ボード仕上げ工事作業）

１級

受 検 番 号

Ｂ １

熱絶縁施工（保温保冷工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ｂ １ Ｂ ２ Ｂ ３

Ｃ ３

２級

受 検 番 号

Ｂ １
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サッシ施工（ビル用サッシ施工作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｃ １ Ｃ ２

表装（壁装作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ５ Ｂ １ Ｂ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｃ １ Ｃ ２

塗装（建築塗装作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２０ Ｂ １ Ｂ ２ Ｂ ３ Ｂ ４ Ｂ ５

Ｂ ６ Ｂ ７ Ｂ ８ Ｂ ９ Ｂ １０ Ｃ ２

Ｄ １ Ｄ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｂ ２ Ｃ １ Ｃ ２

Ｃ ３ Ｃ ４ Ｃ ５ Ｃ ６ Ｃ ７

塗装（金属塗装作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ｃ １

愛 媛 県 報平成２０年１０月３日 第２００４号
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第４４号
愛媛県選挙公営実施規程（昭和４４年１１月１日愛媛県選挙管理委員

会告示）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２０年１０月３日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

別記第１９号様式を次のように改める。

塗装（鋼橋塗装作業）

１級

受 検 番 号

Ｄ １

商品装飾展示（商品装飾展示作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３

フラワー装飾（フラワー装飾作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４

愛 媛 県 報平成２０年１０月３日 第２００４号
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第１９号様式

（投票所内の政党等の名称等の掲示）（第５７条関係）

その１

衆議院名簿登載者の氏名及

び当選人となるべき順位

（ふりがな）

略 称

（ふりがな）

衆議院名簿届出

政党等の名称

何
年
何
月
何
日
執
行

衆
議
院
比
例
代
表
選
出
議
員
選
挙

衆
議
院
名
簿
届
出
政
党
等
名
称
等
掲
示

市
（
町
）
選
挙
管
理
委
員
会

順
位

（
ふ
り
が
な
）

氏

名

順
位

（
ふ
り
が
な
）

氏

名

順
位

（
ふ
り
が
な
）

氏

名

��������������������������������
��������������������������������

備考 １ 文字は、すべて黒色で記載するものとする。
２ 「衆議院名簿届出政党等の名称」、「略称」及び「衆議院名簿登載者の氏名」については
縦書きとし、名簿による候補者届出書の記載に従つて、ふりがなを付し、「当選人となるべ
き順位」については横書きとする。
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その２

（ふりがな）

参議院名簿登載者の氏名

（ふりがな）

略 称

（ふりがな）

参議院名簿届出

政党等の名称

何
年
何
月
何
日
執
行

参
議
院
比
例
代
表
選
出
議
員
選
挙

参
議
院
名
簿
届
出
政
党
等
名
称
等
及
び
参
議
院
名
簿
登
載
者
氏
名
掲
示市

（
町
）
選
挙
管
理
委
員
会

��������������������������������
��������������������������������

備考 １ 文字は、すべて黒色で記載するものとする。
２ 「参議院名簿届出政党等の名称」、「略称」及び「参議院名簿登載者の氏名」については
縦書きとし、名簿による候補者届出書の記載に従つて、ふりがなを付するものとする。
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公営企業告示

�愛媛県公営企業告示第６号
次のとおり落札者及び随意契約の相手方を決定した。

平成２０年１０月３日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

落札又は随意契約に
係る物品等の名称及
び数量

契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者又は随意契
約の相手方を決定
した日

落札者又は随意契
約の相手方の氏名
及び住所

落札金額又は
随意契約に係
る契約金額

契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日 随意契約にした理由

放射線治療装置（ラ
イナック） １式
（月額賃借料／県立
中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２０年８月２５日
東京都千代田区紀
尾井町３番２７号
株式会社自治体病
院共済会

８，１９０，０００円 一般競争入札 平成２０年７月１５日

シンチレーションカ
メラシステム ２式
（月額賃借料／県立
中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２０年８月２５日

東京都港区赤坂五
丁目２番２０号
ＧＥフィナンシャ
ルサービス株式会
社

２，２７６，５４７円 一般競争入札 平成２０年７月１５日

１６列マルチスライス
ＣＴシステム １式
（月額賃借料／県立
三島病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２０年８月２５日
東京都文京区本郷
三丁目１５番２号
東芝医用ファイナ
ンス株式会社

１，２７５，７５０円 一般競争入札 平成２０年７月１５日

ＰＡＣＳ（医用画像
情報システム） ２
式（月額賃借料／県
立三島病院及び県立
南宇和病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２０年８月２５日

東京都港区赤坂五
丁目２番２０号
ＧＥフィナンシャ
ルサービス株式会
社

６，６１９，４１０円 随意契約 平成２０年７月１５日
地方自治法施行令（昭
和２２年政令第１６号）第
１６７条の２第１項第８
号の規定による。

平成２０年１０月３日 発行
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